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はじめに 

 

指定管理者制度は、平成１５年９月の地方自治法の一部改正により、公の施設の管理手法と

して新たに創設された制度です。この制度は、多様化する市民ニーズに効果的かつ効率的に

対応するため、民間事業者等の持つノウハウを活用して、利用者に対するサービスの向上や管

理に要する経費を縮減することを目的とするものです。 

当市においては、平成１８年から指定管理者制度を順次導入しておりますが、現在は、平成 

２４年度に策定した「横手市指定管理者制度に関する運用指針」に基づき、制度の適切な運用

に努めております。今後、本制度の更なる効果的な運用を図るため、当市としての統一的な基

準や事務処理手続き、基本的な考え方などを再確認し、施設の設置目的の更なる達成と住民

サービスの向上に資することを目的に本指針を改訂するものです。また、本指針によって、市の

基本的な考え方や標準的な手続き等を広く公表し、更なる民間事業者等の参入促進やアカウ

ンタビリティの向上に努めます。 

なお、本指針の内容は、当市の「運用の原則」を示したものであり、実施にあたっては、各施

設の特性や実態に合わせて取り扱うこととし、常に検証を行いながら見直しを実施します。  
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第１章 指定管理者制度の概要 

１．指定管理者制度とは 

指定管理者制度は、地方自治体が設置する「公の施設」の管理運営について、民間企業

やＮＰＯ等を含む各種団体に行わせることを可能とする地方自治法（以下「法」という。）上の

制度です。指定管理者になることができる団体については、特段の制約はなく、必ずしも法人

格を有する必要はありません。ただし、個人を指定管理者として指定することはできません。 

 

２．公の施設とは 

公の施設は、「住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設」（法第 

２４４条第１項）と定義されます。庁舎や研究施設のように住民の施設利用を目的としていない

場合は該当しません。 

 

 

 

 

 

 

３．指定管理者制度推進の基本的な考え方 

当市においては、これまで指定管理者制度の積極的な活用を進めてきましたが、制度導

入の効果が十分に発揮されていない状況もあり、指定管理者選定に合わせて適宜見直しを

行っています。ファシリティマネジメントの推進やアウトソーシングの一環として指定管理者制

度の導入を図る一方で、施設を運営する手法として指定管理者制度の活用が最適であるの

かを今一度検証する必要があります。 

 

４．指定管理者制度により期待される効果 

指定管理者制度は、民間活力の導入による「市民サービスの向上（施設の設置目的の達

成）」並びに「運営コストの削減」を目指すことを目的とします。一方で、市民活動団体や地縁

団体等が指定管理者になることにより、行政活動への市民参画や市民協働などの分権型社

会の進展に寄与することも期待されます。 

施設運営は、指定管理者により自主的・自発的に行われることが原則ですが、公の施設と

しての性質上、公共性や公益性の確保は最も重要であるため、市は施設の設置者として日

常的に指定管理業務に関与し、行政目的を達成するために必要な助言等を行います。 

 

◆市民サービスの向上  

民間事業者は、多様化する市民ニーズに効果的・効率的に対応するノウハウを有

しており、施設の一層の活用とより質の高いサービスの提供により、「住民福祉の増進」

の更なる向上が期待されます。 

 

◆施設運営コストの削減  

民間事業者は、一定レベルのサービスをより低コストで提供するノウハウを有してお

り、柔軟で効率的な施設運営により、経費の削減が期待されます。 

◆公の施設の具体的要件 ①住民の利用に供するためのもの 

②当該地方公共団体の住民の利用に供するためのもの 

③住民の福祉を増進する目的をもって設けるもの 

④地方公共団体が設けるもの 

⑤施設であること 
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第２章 指定管理者制度運用の手引き 

１．基本的な手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※更新案件の場合は、

　 ③と⑤は同時に実施

①管理方法の検討 【施設所管課・関係各課】

※すでに指定管理者制度を導入している場合も制度運用の必要性を再検証する。

②指定管理者制度の導入の検討
「指定管理者制度 導入検討シート作成」 【施設所管課】

直営

譲渡

業務委託

③導入方針の政策会議決定 【施設所管課】

④条例の制定・改正 【施設所管課 ※新規案件の場合】

⑤募集方法等の政策会議決定 【経営企画課・施設所管課】

※「公募・非公募（候補者）」、「指定期間」等の決定

公 募

⑥－１ 【施設所管課】

募集要項・仕様書・基準額・選定

基準等の作成

⑥－１ 【施設所管課】

募集要項・仕様書・基準額等の

作成

非 公 募

⑦－１ 【施設所管課】

公募手続き
※必要に応じて説明会等の開催

⑦－２ 【施設所管課】

候補者へ書類提出依頼
※必要に応じて内容協議

⑧申請書受付・書類審査 【施設所管課】

⑨指定管理者選定委員会 【施設所管課】

⑩「候補者・指定期間・指定管理料」の政策会議決定 【経営企画課】

⑪議案作成（施設名・団体名・期間）・予算要求（債務負担） 【施設所管課】

⑫議会の議決

⑬決定通知書の送付 【経営企画課】

⑭基本協定書・年度協定書の締結 【施設所管課】

⑮指定管理者による運営の開始
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２．制度導入の検討 

（１）施設のあり方 

公の施設は、一定の行政目的達成のために設置しています。そのため、設置から年数が

経過している施設については、社会情勢や市民ニーズの変化の中で、当該施設が果たすべ

き役割を再確認し、より効果的な施設運営を目指します。指定管理者制度導入にあたっては、

上位施策の達成のために施設運営が手段として不可欠であるか、その施設の必要性も合わ

せて検討します。 

 

（２）施設運営手法の検討 

平成１５年の法改正により、公の施設の管理運営は、「直営」と「指定管理者制度」のいず

れかを選択することとなります。ただし、指定管理者制度においては、必ずしも施設の管理運

営の全てを指定管理業務とする必要はなく、施設運営の一部に対して本制度を導入すること

も可能です。また、直営とする場合においても、一部業務を民間事業者へ委託することが可

能です。 

そのため、施設管理手法の検討にあたっては、その施設の設置目的をはじめ、運営の専

門性や公共性、効率性、そして、指定管理者となり得る団体の成熟度等、さまざまな観点から

総合的に判断する必要があります。 

施設管理手法選択の際の基本的な考え方について、以下のとおり例示します。 

 

①指定管理者制度で運営する施設 

 

 

 

 

 

 

 

②直営で運営する施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

・民間ノウハウの活用により、施設サービスの向上が期待できる施設 

・民間ノウハウの活用や競争原理により管理コストの削減が見込まれる施設 

・利用料金制度の採用等により施設の利用促進等、民間のノウハウの発揮が期待できる施設 

・民間において、すでに同種のサービスが行われており、市が主体的に施設運営に関与する 

必要性が低い施設 

・施設サービスの専門性や公平性を担保するため、市が主体的に施設運営に関与する必要性 

が高い施設 

・行政以外に同様のサービスを実施している民間事業者が存在せず、民間参入を見込むこと 

が難しい施設 

・個々の業務委託で対応でき、施設の管理と活用に民間ノウハウの活用の余地がない施設 

・指定管理者制度の導入により、経費の上昇またはサービスの低下が想定される施設 

・運営形態の変更を実施中または検討中の施設 
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３．指定管理者制度導入に係る基本的事項 

（１）条例の整備 

指定管理者制度を導入する場合は、施設設置条例において当該施設の管理を指定管理

者に行わせることができるよう次の事項について定めます。 

①指定管理者が行う管理に関する事項 

②指定管理者が行う業務の範囲に関する事項 

③利用料金に関する事項（利用料金制を採用する場合） 

④その他必要な事項 

 

（２）指定管理業務の範囲 

   指定管理者制度の導入にあたっては、指定管理者が行う業務を設置目的や施設特性、地

域事情等に応じて、業務内容を事前に明確化することが必要です。また、制度導入後も、市

民に対して適切なサービス水準を確保できるよう、継続的に見直しを実施します。 

①施設の運営に係る業務…………利用許可、利用料金等の収受等 

②施設の維持管理に関する業務…清掃、警備、機械保守点検等 

③事業実施に関する業務…………条例に規定する事業や目的達成のための事業 

 

（３）指定管理における業務水準 

指定管理者制度の導入において、市の施設運営の方針や業務水準、期待する効果等を

明確化するため、「導入検討シート」を作成します。 

業務水準については、制度運用による目標を数値化し、仕様書等に記載します。制度運

用後は、モニタリングや指定管理評価実施時に結果や成果を振り返ります。 

目標値については、下表の区分による「制度導入の方向性」に基づき、採算性が高い施設

の場合は、「民間のノウハウを最大限に活用できるよう実施業務に独自性を持たせた『施設経

営型』の運営」として「成果」を求め、地域の交流施設などについては、「利用者の利便性や

施設維持に重点を置いた『施設管理型』の運営」として「結果」を求めるなど、施設の設置目

的や機能、利用実態等を十分に勘案することとします。 

 

導入の方向性 制度運用の基本的な考え方 業務水準（目標値の設定例） 

①施設経営型 採算性の高い興業施設などの場合 

・民間ノウハウによる『施設経営』 

・施設の効果的な活用 

・公募により指定管理者を選定し、施設 

運営の成果（アウトカム）を求める。 

 

・施設サービスの向上 

⇒サービスの質や量の向上 

⇒利用人数の増 

・管理コストの縮減 

⇒利用料金収入の増 

⇒管理コストの削減 

②施設管理型 採算性の低い市民交流施設などの場合 

・民間や市民との協働による『施設管理』 

・施設の適切な維持管理 

・非公募により管理者を選定することも可 

能とし、施設運営の結果（アウトプット）を 

求める。 

・施設サービスの維持 

⇒施設機能の維持 

⇒利用人数の維持 

  ⇒施設の適正管理 

・管理コストの維持 

⇒管理コストの維持 

 



7 
 

（４）指定管理者の権限 

指定管理者制度においては、議会の議決を経て指定されることにより、公の施設の管理権限

を市から指定管理者に委任します。公の施設の管理については、市と締結する協定に基づき行

われ、指定管理者が市長に代わって、施設の使用許可や取消等の管理権限を行使することと

なります。 

ただし、以下の権限は、法により市長のみが行使できる権限とされているため、指定管理者が

行うことはできません。 

○使用料の強制徴収（法第２３１条の３） 

○不服申し立てに対する決定（法第２４４条の４） 

○行政財産の目的外使用許可（法第２３８条の４） 

 

（５）業務の分類 

指定管理者が行う業務は、以下のとおり区分します。 

事業の分類 内容 経費負担 収入の帰属 
協定書 

記載 

目的内事業 

指定管理業務 

市が実施を義務付

ける事業（施設維持

管 理 、 施 設 貸 出 し 、

施設付随の業務等） 

利用料金及び

指定管理料で 

賄う 

指定管理者 

※利用料金制 

の場合 

〇 

自主業務 

(市の許可が必要) 

指 定 管 理 者 が 自

主的に実施する事

業 

原 則 、指 定 管

理者負担 
指定管理者 × 

目的外事業 
その他業務 

(市の許可が必要) 

目 的 外 使 用 許 可

を受けて指定管理

者が実施する業務 

指定管理者負

担 

実 施 事 業 に

よる収入は指

定管理者 

× 

 

（６）指定期間 

指定管理者を指定する期間は、５年間を基本とします。ただし、施設の設置目的や性格等

を考慮したうえで、合理的な理由がある場合は、適宜指定期間を定めます。 

 

 ◆指定期間の判断基準 

５年未満とする場合 ５年以上とする場合 

・短期的に管理者を更新することで競争原理 

や新しいノウハウ等による経営改善が期待 

できる場合 

・施設の統廃合や変更が見込まれる場合 

・制度導入の初回など、一定期間の試行が必 

要と判断される場合 

・地域住民等のコミュニティ活動の基盤施設であ 

り、特定の団体に管理をゆだねる場合 

・ＰＦＩ等により施設整備を行う場合 

・入所者等に対する継続的・安定的な処遇を行 

う必要がある場合 

・長期的に安定したサービスの提供が必要であ 

り、長期の指定期間により設備や人材への投資 

が期待できる場合 
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（７）指定管理料 

施設管理に要する経費は、必要に応じて市の予算の範囲内で指定管理料を支払います。 

 

①指定管理料の考え方 

指定管理料の算定にあたっては、施設の管理運営に必要と見込まれる経費の総額から

利用料金収入・指定事業収入・その他の収入における見込額を差し引いた金額を基準額

とします。基準額については、過去３年程度の実績を参考に、一定の管理コストの削減効

果や指定管理者のインセンティブ、利用状況の推移等を勘案し、総合的に判断します。 

 

②指定管理料の決定 

指定管理料は、事前に基準額を決定し、年度協定締結時の協議により金額を確定しま

す。指定期間が複数年度となり、かつ、市の費用負担を伴う場合は、債務負担行為を設定

します。なお、債務負担行為については、公の施設を管理する権限が「指定」という行為に

より生じることから、公募前に設定する必要はありません。 

 

◆基準額の積算例 

 科目 積算の考え方 

収

入 

１．利用料金収入 

過去３～５年間の実績から見込を積算 ２．指定事業収入 

３．その他収入 

支

出 

１．人件費 
直営とした場合を基に適正な職員配置数を判

断 

 

給与（正職員等） 地域の賃金状況等を参考に積算 

雑給（パート職員等） 会計年度任用職員の時間給等を参考に積算 

諸手当、福利厚生費、共済掛金等 職員配置状況及び事業規模等から積算 

２．事業運営費 
指定事業に係る経費（協定書記載業務のみ対

象） 

 事業運営費 過去３～５年間の実績から積算 

３．施設維持管理費 施設の維持管理に係る経費 

 
光熱水費、業務委託料、保険料、租税

公課、修繕料（経常的修繕）等 
過去３～５年間の実績から積算 

４．事務費 
指定管理業務を行ううえで必要な事務費を計

上 

 

消耗品費 
過去３～５年間の実績から必要最低限の経費

を積算 
印刷製本費、通信運搬費、事務機器リ

ース料、広告宣伝費等 

５．その他 指定管理業務上、不可欠な経費のみ計上 

 
旅費 必要最低限の経費を積算 

雑費 少額で他の科目に属さない臨時的な経費 
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③指定管理料の精算及び還元  

指定管理者制度は、民間ノウハウを最大限に活用し、市民サービスの向上を目的とする制

度であることから、指定管理者の経営努力による経費削減効果は指定管理者に帰属すること

とし、インセンティブの確保に努めます。しかしながら、必要な修繕や法定点検など、履行しな

いことにより得た利益は、本制度の趣旨に反することから、原則、精算することとします。 

一方で、「公の施設」の運営による過剰な収益がある場合は、公共性・公益性の観点から、

その収益を市又は施設利用者への還元を求めることを基本とします。この場合は、各施設の

特性や収入規模等を勘案し、あらかじめ公募要項や協定書等に条件を付与することとしま

す。 

 

◆精算対象経費 

    （ａ）修繕費・・・・・・・特定の修繕について予算措置した場合に限る。 

    （ｂ）法定点検費・・・実施予定の法定点検について履行しない場合に限る。 

    （ｃ）人件費・・・・・・・指定管理者が当初計画した人員配置や雇用を行わない場合に限る。 

 

◆修繕の区分基準 

修繕項目 内容/予算措置 施工 負担 

Ａ：経常的修繕 内容 ・日常的に行われる軽微な修繕 指定 

管理者 

協 定 書

の 負 担

区 分 に

よる 

予算 ・指定管理料（基準費用）に含む。 

※過去の修繕実績により市が積算する 

備考 特定の修繕について予算措置した場合に限る。 

Ｂ：特定修繕 内容 ・上記（A）とは別に予算措置が必要な修繕 

・建物の安全管理のために行う修繕 

・施設の機能維持に不可欠な修繕 

市 市 

予算 ・毎年度、市が予算措置する。 

①モニタリング 

②修繕リスト作成 

③優先度に応じて予算措置 

備考 修繕は原則市が実施する。 

Ｃ：サービスに 

Ｃ：係る修繕 

内容 ・施設運営の効率化や利用者サービスや利便性 

の向上を目的とする修繕 

※施設目的を達成するために不可欠な設備は

「B：特定修繕」として市が実施する。 

指定 

管理者 

指定 

管理者 

予算 指定管理者が自らの予算で実施する 

※指定管理料の余剰金での実施は妨げない。 

備考 貸与する備品等の更新については、指定前に負

担者を協議すること。 
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（８）利用料金制 

  ◆利用料金制 

利用料金制度とは、施設の利用者が支払う施設の使用料を指定管理者の収入とすること

ができる制度です。利用料金は、条例で規定される範囲内で指定管理者が市長の承認を

得て設定することが可能です。利用料金制の活用により、指定管理者の自主的な経営努力

の発揮や指定管理者の会計事務の効率化につながることが期待できます。 

 

  ◆使用料金制 

施設の使用に係る料金を市の歳入とする従来からの制度です。この場合、使用料は公金

となります。なお、使用料の徴収や収納については、施設使用者の利便性の向上と施設所

管課の業務軽減を目的に当該指定管理者に委託することもできます。 

区分 利用料金制 使用料金制 

収入の帰属 指定管理者 市 

法的性質 私法上の債権に基づく収入 公法上の債権に基づく収入 

料金の決定 

指定管理者が設定する。 

（条例の定める範囲内で市長

の承認を要する。） 

条例に定める。 

徴収・収納 指定管理者 市（委託は可能） 

 

（９）利用料金の減免 

      利用料金制において料金の減免措置を行う場合は、あらかじめ仕様書等に市の減免基

準等の考え方を明記し、指定管理者の権限により減免を行うこととなります。 

      なお、減免による利用料金の減収分については、あらかじめ過去の実績に基づく指定管

理料の積算に考慮するため、原則、減免による減収分の補てんは行いません。ただし、市

の減免基準よりも実績が大きく超える場合については、協議により予算の範囲内で補てん

することができるものとします。 

 

（１０）各種税の取り扱い 

  ①消費税・地方消費税 

消費税法第２条第１項第８号においては、課税対象となる「資産の譲渡等」について、

「事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供をいう」と規定

していることから、指定管理料は、原則として、その全額が消費税及び地方消費税の課税

対象となります。 

  ②印紙税 

印紙税法第２条において、「別表第一の課税物件の欄に掲げる文書には、この法律によ

り印紙税を課する」と規定されています。しかしながら、指定管理に関する協定書について

は、総務省の見解にもあるとおり、 

    ○協定は契約ではなく、「指定」という行政処分の附款であると考えられる 

    ○指定管理の法的性質は、「仕事の完成」を約する「請負」ではない 

などの理由から、協定書は「請負に関する契約書」に該当するものではないものと解し、

印紙の貼付は不要とします。 
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４．指定管理者の募集 

（１）募集方法（公募・非公募） 

指定管理者の募集は、「横手市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する

条例」第２条に基づき、原則、公募とします。ただし、同条例第５条「候補者の選定の特例」に

規定される公募の手続きを経ないで選定することができる場合については、次のとおりとしま

す。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）募集の単位 

指定管理者の募集にあたり、複数の施設を一括管理させることによって効率性や合理性が

ある場合は、複数施設をパッケージとして公募することもできます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆公募によらず選定する場合の例示 

 

①公募により指定を受けようとする団体がいなかったとき 

②審査の結果、候補者を選定することができなかったとき 

③公の施設の目的、規模、機能等を考慮した結果、特定の団体に管理を行わせることが 

特に必要であると認めるとき 

ア 施設の設置の経緯から従来の管理者を指定管理者とすることが適当である場合 

イ 近隣施設と一体的に管理することで施設の効用を発揮できる場合 

ウ 集会所等、地域に密着した施設で住民等により構成される団体等を指定する場合 

エ 施設の統廃合や大規模改修が予定されている施設の場合 

オ 施設を整備したＰＦＩ事業者を指定する場合 

カ 事業の継続性が特に重要視される施設において、指定管理者が頻繁に代わること 

で利用者（入所者等）に影響を及ぼすと判断される場合 

   キ 更新対象施設であり、かつモニタリングや評価結果が高い水準に達している場合 

④公募により選定した団体を指定管理者に指定できなくなり、又は指名することが著しく不

適当であると認められるとき 

⑤指定管理者がその指定を取り消されたとき 

⑥緊急を要するとき 

◆パッケージ公募の事例 

①施設が近接しているなど、相互の連携による効果（サービスの向上や維持管理費の 

縮減）が見込まれる施設 

②施設特性が類似である施設 
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（３）募集に係る書類 

指定管理者の募集にあたっては、市の求める条件などを明確にし、応募者がより良い事業

提案や的確な経費積算が行えるよう以下の資料を明示します。 

なお、非公募とする場合においても、指定管理における業務内容と業務水準を明確化する

ことが必要であるため、必ず作成することとします。 

  ◆募集に係る資料   ・募集要項 

・仕様書（基準額を積算した資料も含む） 

   ・その他資料…施設概要、設置条例等 

 

 

（４）応募の資格 

応募資格については、以下の内容を前提に、施設特性に応じて定めます。 

（ア）法人その他の団体、または複数の法人等が協働する事業体（以下「団体」という。） 

であること。（法人格は不要。ただし個人は除く。） 

（イ）市内に事務所等を置いている者又は指定管理者の指定を受けた後、指定管理開 

始までに事業所等を置くこと。 

（ウ）法人税、法人市民税、消費税、地方消費税等を滞納していないこと。 

（エ）会社更生法、民事再生法による更生又は再生手続きをしていないこと。 

（オ）当該団体の責めに帰すべき事由により横手市から指定管理者の指定を取り消さ 

れ、その取消しの日から２年を経過していない団体でないこと。 

（カ）法第１６７条の４の規定により、当市における入札参加を制限されていないこと。 

（キ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第 

６号に規定する暴力団員又は同条第２号に規定する暴力団もしくは暴力団員と密 

接な関係を有する者が経営に関与していないこと。 

（ク）当該施設の管理運営に不可欠な資格等を有していること。 

 

 

（５）募集における留意事項 

①公募期間と時期 

公募期間は、広く民間参入を図るため、６０日以上を確保することを基本とします。や

むを得ず公募期間を変更する場合でも、施設規模や施設特性を十分に考慮することが

必要です。また、公募の時期についても、候補者の選定や議会の議決、準備・引継期間

等も考慮したうえで、十分な準備期間を確保できる時期を設定します。 

 

②募集方法 

公募にあたっては、市ホームページへの掲載は必須とし、市報への掲載や各庁舎で

の資料配布等、可能な限り多くの応募者の確保に努めます。 

 

③情報提供の推進 

事業者の参入促進を図るため、必要に応じて、施設の現地説明会や指定管理者制

度の事前説明などを実施し、積極的な情報提供に努めます。 
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５．指定管理者の選定 

（１）選定基準 

指定管理者候補者については、施設目的の達成に向けて、最適と認められる候補者を選

定します。その選定においては、その性質上、価格のみで判断するものではないことから、企

画力・専門性・信頼性等を含め、総合的な審査を実施します。 

なお、選定の判断の基準や審査の基準については、施設の特性や実態にあわせて行うこ

とを目的とし、次の基本的な考え方を基に審査項目や配点等を設定することとします。 

 

 

【主な選定の基準】 

   ・平等かつ安定した施設サービスを提供することができると認められる団体 

   ・効率的な運営により施設の維持管理に係る経費の縮減を図ることができると認められる 

団体 

   ・公の施設の管理者として適切な施設管理運営を行うことができると認められる団体 

 

 

（２）選定委員会 

「横手市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例」第４条第２項に基

づき、指定管理者選定委員会を設置し、「横手市公の施設の指定管理者候補者決定基準」

に基づき審査を実施します。 

また、非公募により指定管理者候補者を選定する場合においても、選定に係る透明性を確

保するとともに、指定管理者候補者が、市が求めるべき要件や業務水準を満たしているかを

確認するため、選定委員会における審査を実施します。 

 

①選定委員会の設置 

      指定管理者制度の選定に関し、公正かつ適正な執行を確保するため、横手市指定

管理者選定委員会設置要綱に基づき選定委員会を設置します。 

 

②選定委員 

選定委員会の委員は、７人以内で構成します。 

委員には当該施設の状況等を十分に把握している職員ほか、公正性及び透明性、

専門性を確保するため外部の有識者等（税理士、社会保険労務士、中小企業診断士、

学識経験者等）をおおむね半数以上選任するものとします。 

なお、手続きの公正性を確保するため、申請団体と利害関係のある選定委員は、選

定委員会の会議に出席できないこととします。 

 

 【選定委員会における利害関係の定義】 

   ・申請団体に現在所属しているか又は直近３年間において所属したことがある者 

   ・申請団体の役員の親族（父母・祖父母・配偶者・子・孫・兄弟姉妹にあたる者） 

   ・その他、申請団体との間に指定管理者選定における公平性や中立性を阻害す 

る要因があると制度担当部署が判断した者 
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（３）選定結果の通知 

指定管理者選定委員会により指定管理者候補者を選定した場合は、その結果を応募者

全員に通知します。なお、選定された候補者については、指定管理業務や指定管理料の金

額等の協議を十分に行ったうえで、政策会議において指定管理者候補者として決定します。 

 

（４）選定結果の公開基準 

    選定委員会における審査結果等は、原則公開とします。そのため、公表する内容や項目等

については、公募段階で募集要項等に明記し、応募者に事前に周知することとします。 

    公開する項目及びその時期については、概ね以下のとおりとします。ただし、指定管理者の

選定経過においては、非開示情報（法人情報・個人情報・企業ノウハウなど）が含まれ、公開

されることで申請団体の正当な利益が害される可能性が生じるため、ヒアリングを含む選考に

ついての会議は非公開とします。 

 

   【公開基準一覧】 

情報の内容 
公開基準 

備考 
選定委員会前 選定委員会後 

募集要項・仕様書・基準額 ◎ －  

選定委員の氏名 × ○  

審査基準等の内容と配点 × ◎ ※大項目のみ 

応募者数 ○ ○  

応募者名及び申請書類 × ○  

候補者名及び審査結果 － ◎  

その他の応募者名及び審査結果 － ○  

選定委員会議事録 － ○  

指定管理者名 － ◎ ※議決後の公表 

       ◎：ホームページ等で積極的に公表する情報 

       ○：ホームページには掲載しないが、公文書開示請求に対して公開する情報  

       ×：基本的には公開しない情報 

 

６．指定管理者の指定 

（１）議会の議決 

指定管理者選定委員会において答申され、市の政策会議を経て決定された指定管理者

候補者は、法第２４４条の２第６項に基づき、議会の議決により正式な指定管理者となります。

なお、議案の対象となる事項は次のとおりです。 

①指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

②指定管理者となる団体の名称 

③指定の期間 

また、指定管理料を支払う場合は、初年度以降の支出を義務付けることとなることから、法

第２１４条に規定する「債務を負担する行為」に該当するため、債務負担行為を設定します。 
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（２）指定管理者指定通知書の送付 

  議会の議決後、速やかに指定管理者指定通知書を団体宛に送付するとともに、決定内容に

ついて市ホームページ等により広く周知を図ります。 

 

 

７．協定の締結 

指定管理者と市長は、指定管理業務に係る事項について、協定を締結します。指定管理料

は、指定管理者が公募時に提案した金額が基本となりますが、候補者選定後に行った協議の

結果、やむを得ず修正の必要がある場合は、その金額に基づくものとします。 

○基本協定書…指定期間を通じて基本的な事項を定めるもの 

            ※仕様書を添付すること 

○年度協定書…年度ごとの指定管理料等を定めるもの 

   ※指定管理期間中は、毎年度初日付で年度協定書を締結します。 

 

 

８．リスクの管理 （１６ページ参照） 

公の施設の管理運営にあたって、突発的な事故や施設設備の破損、自然災害、物価の上昇

等の経済状況の変動など、事前に把握が困難な事情に起因し発生する被害や損失等あらかじ

め想定されるリスクについて、市と指定管理者との間でリスク分担が必要です。市と指定管理者

のリスク分担については、あらかじめ募集段階で示すとともに、協定締結時には必ず双方の確

認を行うことが必要です。 

 

 

９．指定の取消及び業務の停止 

法第２４４条の２第１１項の規定により、市は、「指定管理者が市長等の指示に従わないときそ

の他当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消

し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命ずることができる」ものとされていま

す。指定の取消等については、指定管理者に対する「不利益処分」となるため、その決定にあた

っては事実の確認や意見聴取を十分に行うことが必要です。 

 

 

１０.次期指定管理者への引継 

指定管理者が変更となる場合は、施設の管理運営やサービスの継続性を確保するため、ス

ムーズな業務移行を行うことが必要です。そのため、現指定管理者から市が引継を行うものと、

現指定管理者から新指定管理者へ直接引継を行うものを整理し、チェックリスト等を作成のうえ、

引継の確認を行います。 
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◆リスク分担の事例 

 

種 類 内 容 

実施区分 

市 
指定 

管理者 

分担 

（協議） 

応募・申請に係るリスク 

募集要項等応募書類の記載誤りによるもの ○   

申請に係る費用負担や申請書類の記載及び内容の誤り

によるもの 

 

 
○  

協定締結遅延や不成立リス

ク 

協定不成立及び協定締結に時間を要する場合における

費用負担等 
  〇 

準備に係るリスク 
指定管理基本協定書締結から指定期間開始までの期間

における準備に関する費用負担等 
 ○  

法令等の変更によるリスク 

施設の設置基準等法令変更により、施設整備や職員の

必置など管理運営業務に大きな影響を及ぼすもの 
○   

上記以外の管理運営面で対応できるもの  ○  

税制度の変更によるリスク 
消費税（地方消費税を含む）率等の変更   〇 

その他管理運営に影響をするもの  〇  

物価変動に関するリスク 
収支計画に多大な影響を与えるもの   〇 

それ以外のもの  〇  

金利変動等に関するリスク 資金の調達や金利変動に伴うリスク  ○  

施設設備等の損傷に関す

るリスク 

施設の効用を増加させるような増改築や期間の定められ

た指定管理者が負担するには不適当な大規模な修繕 
○   

小破修繕や本来の効用持続年数を維持するための修繕 

※当該年度の修繕累計額が、指定管理料で算定した金

額を超えた場合は協議とします。 

**万 

円以上 

**万円

未満 
※ 

指定管理者の故意又は過失による費用負担  〇  

指定管理者が設置した設備・備品  〇  

不可抗力リスク 

不可抗力（暴風・豪雨・洪水・地震・落盤・火災・騒乱・暴

動など市または指定管理者のいずれの責に帰すことが

できないもの）によるもの 

  〇 

指定管理者の管理上の瑕

疵によるもの 

施設設備等の設計・構造上の瑕疵によるもの 〇   

指定管理者の管理上の瑕疵によるもの  〇  

管理の中断に関するリスク 
施設設備等の設計・構造上の瑕疵による臨時休館等 〇   

市又は指定管理者の責に帰すべき臨時休館等   〇 

指定の取消等に関するリス

ク 

指定管理者の指定の取消、又は期間を定めた管理の業

務の停止における費用負担等 
  〇 

利用者等への損害賠償 

市に帰責事由があるもの 〇   

指定管理者に帰責事由があるもの  〇  

市と指定管理者の両者、または被害者・他の第三者等に

帰責事由があるもの 
  〇 
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第３章 指定管理者制度による施設運営の手引き 

 

１．施設の管理・運営に係る確認事項 

（１）業務計画書及び業務報告書等の提出 

指定管理者は、基本協定書に基づき、毎年度事業開始前までに業務計画書を、業務終了

後速やかに業務報告書を市に提出します。市は、提出された業務計画書及び業務報告書の

内容を確認し、業務要求水準を下回っていないかを確認します。 

 

（２）第三者への業務の委託 

指定管理者が行うべき業務の全部又は主たる部分については、原則、第三者に委託する

ことはできません。ただし、清掃や警備といった一部業務については、市の了承を得たうえで

第三者に委託することができます。 

 

（３）施設賠償責任保険等の加入 

指定管理者の故意または過失により、利用者などの第三者や市に損害を生じさせた場合

は、指定管理者が多額の賠償義務を負うことがあります。そのため、利用実態等を踏まえたう

えで、必要に応じて、施設賠償責任保険及び第三者賠償保険等への加入を義務付けること

とします。 

 

 

２．モニタリングの実施  

※詳細は、「指定管理者制度に関するモニタリング・評価実施マニュアル」参照 

 

指定管理者制度の運用において、指定管理者によるサービスの実施状況や管理運営状況

が、適切かつ確実に実施されているかを確認するためモニタリング及び評価を実施します。 

 

  ◆モニタリングと評価の違い 

内容 実施サイクル 実  施  目  的 

モニタリング 

（履行確認） 
年単位 

・日常的、継続的な履行確認 

・サービス水準の確認 

・リスク発生防止 

指定管理評価 

（経営評価） 
指定期間単位 

・次期施設運営方針の検討 

・サービス水準の改善 

・指定管理条件等の見直し 
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（１）「モニタリング」の継続実施 

モニタリングは、事業計画や協定内容の履行状況を日常的・継続的に確認し、協定違反や

リスクの発生を防止することを目的とします。モニタリングについては、以下の項目により実施し

ます。 

 

◆モニタリング項目例 

日 程 モニタリング項目 指定管理者 市 確認時期等 

毎 日 
日報等 作成 確認 必要に応じて 

苦情・要望等各種記録 作成 確認 必要に応じて 

毎 月 月報等 作成 確認 必要に応じて 

毎 年 
事業報告書 作成 確認 年度終了時 

収支決算書 作成 確認 年度終了時 

緊急時 緊急報告書 対応・報告 対応 事由発生時 

随時 
モニタリングシートによるチェック 

市及び指定管理者の 

双方で確認のうえ作成 
年１回以上 

利用者満足度調査等 実施 確認 必要に応じて 

 

（２）指定管理期間満了に係る「評価」の実施 

指定管理者制度における評価は、協定内容に対する達成状況が適切であるかを判断する

とともに、次期指定管理者選定に向けて施設運営方針やサービス水準・指定管理条件等の

改善を図ることを目的に実施します。 

そのため、指定管理期間満了にあわせて実施し、その結果を次期指定管理者の更新に合

わせて活用します。 

 

 

３．その他の取り決め項目 

（１）適正な管理業務の確保 

市は、指定管理者が適切な対応を行うよう以下の指導・助言等を行います。 

   ①関係法令の順守 

指定管理者は、法や施設の設置条例など、管理業務を実施するにあたって関係す

る法令・条例・規則・要綱等を遵守すること。 

   ②利用拒否・差別的扱いの禁止  

指定管理者は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒むなど、

不当な差別的取扱いを行わないこと。 

③守秘義務 

業務上の守秘義務については、市の職員と同様に取り扱うこと。 

   ④苦情・要望への対応 

施設の利用に起因する利用者の苦情や要望については、原則、指定管理者自ら

が対応すること。 指定管理者は、その苦情・要望の内容を市に報告し、共有しながら、

適切に対応すること。 
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（２）情報の公開 

指定管理者制度の運用には高い透明性が求められることから、指定管理者は、横手市情

報公開条例（平成１７年１０月１日条例第２３号）に基づき、施設管理における情報の公開を

行うための必要な措置を講じます。 

 

（３）個人情報の保護 

指定管理業務において、個人情報を取り扱う場合には、横手市個人情報保護条例（平成

１７年１０月１日条例第２４号）に基づき、個人情報の適正な取り扱いを行うための必要な措置

を講じます。 

 

（４）関係各部署の役割 

◆施設の所管課 

施設の所管課は、施設の設置者として、その設置目的を達成するため、施設経営における

中心的な役割を担います。具体的には、指定管理者制度の当該施設への導入検討や制度

導入のための各種手続き、制度開始後は、モニタリングや評価などを実施し、効率的・効果

的な施設運営を行います。 

 

◆経営企画課 

経営企画課の主たる役割は、各施設所管課における適切な制度運用の支援となります。

具体的には、本指針の運用や制度に関する情報収集、全市的な視点による調整を行いま

す。 

 


